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混迷する日本の教育改革と「学び」の創造
に根ざした教育実践の展開について※
大　平 滋※※
はじめに
　21世紀に入り，完全学校五日制の導入と同時に，それに対応した大幅な学習指導要領の改正
を行った。1998年のこの学習指導要領の改正は大きなものであった。完全学校五日制に対応す
るため，時間の削減が要求された。そのため，一律3割削減の原則を打ち出した。さらに，
1989年から打ち出していた「新学力」の養成の延長上である「生きる力」を養成するものとし
て「総合的な学習」の新設を行った。
　しかし，この改革を実行しだした矢先に，教育内容の一律3割の削減に対する批判が出てき
て，マスコミでも大きく取り上げられ，「学力低下」論争の末に，実施しだした学習指導要領の
一部改訂をすぐに行った。その結果出てきたのが，「確かな学力」である。基礎基本の徹底した
養成のもとで「新学力観」そのものを変更し，元に戻って行こうとしているのだろうか。まさ
に，現在の日本の教育改革は，迷走しているといわざるをえない状況である。このような教育
政策のもとで，右往左往し，大きな影響を受けるのは，子どもたちであり，さらに，現行法で
はこの教育行政のいわれたままに対応をせざるをえない現場教師たちであろう。さらに，それ
についていくために不安にかられる保護者であろう。受験産業や教育産業は，混乱があれば不
安をあおりながら市場を拡大することができるため，歓迎であろう。
　では，現代社会ではなぜこのように教育改革が大幅に激変するのであろうか。その意味する
ところを，世界の教育改革の動向を分析しながら考えてみたい。また，世界の教育現場ではど
のような教育実践が展開され，日本でもどのような「学び」の実践がおこなわれているのかを
検討してみることにより，現在の教育改革の問題点や課題を明らかにしてみたい。
※About　development　of　the　Education　practice　that　came　from　creation　of“learning”and　Japanese
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1．学力問題とは一「学力低下」論争の意味するもの
　21世紀に向けての自由と競争による教育改革を行っている文部科学省は，1989年の学習指導
要領路線の延長線上として，1998年の中央教育審議会の答申を受けて，1998年12月に学習指導
要領の改訂を行った。1989年の学習指導要領の改訂は，それまでの改訂とは大きく異にした大
改革であった。それは，今までの戦前，戦後の教育を支えていた教育観の転換を宣言したもの
であった。いわゆる「新しい学力観」の登場である。それまでの教育観を，「知識詰め込み」
で，受験学力であるとして否定し，これからの学力は，「自ら考え，判断し，行動できる課題解
決型の能力」であるとされた。しかし，現実的には，この「新学旧観」のもとでの学力を育て
るための手立てを示さずに，学力観の視点を示しただけで，受験体制に対する大胆な改革もな
されなかったために，教育現場では，受験体制のもとでの学力（知識中心）を養成しなければ
ならなく，そうかといって，新学力観を育てる具体的な手立てがカリキュラム上置かれたわけ
ではないため，意識としての新学力学と現実的な授業として旧学力観のもとでの学力養成とい
う並存状態になったといえる。そのため，基礎基本というものも知識の注入になるため，その
ための基礎教育が少し後退し，そうかと言って新学円滑を育てる教育が定着したわけでもない
という中途半端な状況が10年くらい続いたといえる。
　このような90年代で，学力におけるさまざまな問題が社会問題化してくる。90年代における
学力問題論争について，長尾彰夫を中心とする委員会での研究では，学力問題に関わるここ10
年間の状況として，新学早牛の登場とともに，学校現場での混乱ぶりから，「『ゆとり』はrゆ
るみ』に」「個性尊重は学級崩壊に」といわれ，バブル経済の崩壊後は，新学力観は基礎基本の
軽視といわれる状況となり，現実的にも学習意欲と学習時間の低下が，一連の調査研究からも
指摘されるようになった。また，少子化と大学教育の大衆化により，大学の受験改革において
も，入試科目の減少，個性化入試などが広範に広がった。その結果，大学生の「低学力」傾向
が表面化してきた。
　このような，状況のもとで，1998年に新学習指導要領がだされ，教育内容の三割削減・総合
的な学習が創設され，2002年から実施された。特に，教育内容の一律三割削減は，旧学力観で
育った旧学力観にたつ研究者や受験産業，マスコミの人たちの不安と不満に火がついて，「低
学力」論争が始まる。この学力論争の論点をまとめると以下の通りである。
①　学力低下は国を滅ぼす。（学力低下論争の火付け役となった西村和雄「分数のできない大
　学生」1999年など。いわぼ「国家危機説」である。
②ゆとり教育そのものを見直さなければならない。（文部科学省，大森不二雄「ゆとり教育亡
　国論」）
③やっぱり基礎基本が大切である。（一般常識として知識が大切とする立場。大野晋「学力が
　あぶない」）
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④学習のインセイソティブ・ディバインド（学習意欲格差）による学力低下は階層格差を拡
　大している。（刈谷剛彦「階層化日本と教育危機」）
⑤　こども達は「学び」から逃走しはじめた。（佐藤学「学びから逃走する子どもたち」
　などが代表的である。このような「学力低下論争」に対して，長尾彰夫らは，「何をもって学
力とするのか，学力は本当に低下しているのか，という問いかけに先回りして，新たな学力向
上政策の展開が始まりつつある」として指摘している（1）。
　この「学力低下論争」をきっかけとして，文部科学省は，2002年1月全国学力調査を実施
し，学習指導要領は最低基準として位置づけて，どの子も100点をというような転換をはかっ
た。さらに，理科教育推進校（小・中・高校全国で1500校），スーパーサイエンスハイスクー
ル，イングリッシュハイスクールの設置を図り，エリート教育を推進しだしたのである。
2．OECD生徒の学習到達度調査（PlSA）結果の意味するもの
　（1）これからの学力と，日本の現状は　「ニューリテラシー」とは
　このような，学力低下論争と学習指導要領の改訂のさなかで，200！年に，OECDのPIS
A（Program　of　International　Student　Assessment＝生徒の学習到達度調査）加盟国28，非加
盟国4の32山国。26万5000人，15歳対象。2000年に実施（2）された調査結果が公表されて，学力
低下論争の時勢とあわせて，日本において，本当に学力が低下しているのかという論争に対す
る一つの解答として注目された。また，このPISAの調査結果は，「学力とは何か」という質
問に対しても，国際的な視点での一つの方向性を打ち出したものとして注目された。そのた
め，NHKでは，このPISAの報告を特集し，2003年に放映した。このNHKの「世界潮流
2003，変わる世界の学力マップ」と「生きるための知識と技能一〇ECD生徒の学習到達度調
査」　（2001年12月，国立教育政策研究所）を中心にして，PISAの報告の意味するものを考
えてみたい。
　そもそも，PISAの調査は，1999年，ケルンサミットで，教育の質の向上が議題となり，
OECDに教育の比較を要請したことに始まる。その背景として，グローバル化と産業構造の
変化が上げられた。これからの世界で必要な能力は，高度な判断力，情報分析力であり，従来
の知識だけでは生きていけない。つまり，「急速な変化に生きていける学力とは何か」という問
いかけから，1999年に新たな学力とは何かということから始められ。世界から「新たな学力」
を見極める課題が公募され，文化的な背景に左右されない新たな学力を見極める問題が選択さ
れ，その問題による世界的な規模の学力試験が実施されたのである。ここでの視点は，学校の
知識は，20年後には古くなる，使えなくなる。だから，知識だけではなく，「土台となる，考え
る力」「変化に対応する能力」の育成を目指すこと。そして，新たな「リテラシー」として，
「自らの目標を達成し，自らの知識と可能性を発展させ，効果的に社会に参加するために，書
かれたテキストを理解し，利用し，熟考する能力」（3）が確認された。この新しいリテラシーにも
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とつく初めての調査であった。そのため試験では，自由記述が半分を占めていた。
　（2）三つの視点からの測定
　ニューリテラシは，三つの視点から測定されている。それは，読解力，数学的リテラシー，
科学的リテラシーである。以下，それぞれのニューリテラシーの特徴と日本の調査結果をみて
みる。
①読解力の測定について一3つの側面
　読解力の測定には，3つの側面が提示された。それは「情報の取り出し」で，書かれている
情報を正確に取り出すこと。次に「テキストの解釈」で，書かれた情報がどのような意味を持
つか理解したり推論したりすること。そして，「熟考と評価」で，書かれていることを知識や考
え方や経験と結びつけること④。である。この読解力に関しては，日本は他のリテラシーと比
べて，低い結果となっていて，総合で8位である。また，男子507点，女子537点で（5），女子の
ほうが30点高いという特徴がある。
②数学的リテラシーについて
　数学的リテラシーについては，「数学が世界で果たす役割を見つけ，理解し，現在及び将来の
個人の生活，友人や家族や親族との社会生活，建設的で関心を持つ思慮深い市民としての生活
において確実な数学的根拠にもとづき判断を行い，数学に携わる能力」（6）と定義づけられ，こ
の視点でのリテラシーを測定できる応用問題が出された。この結果は，日本は大変優れた評価
がなされ，1位であった。以下韓国，ニュージーランド，フィンランド，オーストラリア⑦と
続く。
③科学的リテラシーの枠組みについて
　科学的リテラシーについては，科学的概念：物理学，化学，生物学，地学などの主要な分野
から選択され，力と運動，生命の多様性，生理的変化などの多くのテーマから導かれている。
評価の視点としては，「科学的プロセス：i情報の伝達　ii知識の表現　iii結果の導出と評価
　iv証拠やデータの明確化　v問題の識別。」そして，「科学の分野及び場面：生活と健康，地
域と環境，技術について，日常生活における異なる状況で科学を用いること」（8）となっている。
　評価の結果は，日本は，韓国に次いで2位であり，以下，フィンランド，イギリス，カナ
ダ，ニュージランド，オーストラリア（9）と続いている。
　以上のような，観点で実施された，調査結果から，日本の特徴をみると，
「1　中間に固まっている（中の上位に厚い）一義務教育段階が安定したものと評価，戦後教
　　育の成果（10）
　2　自由記述欄の無回答が多い（難しいことを考えるのをすぐやめる）
　3　自宅での勉強時間が少ない（週2，9時間で最低。フィンランド3，5．韓国4，4．
　　アメリカ4，6，ドイツ4，5時間）（11）」
となっている。
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　（3）1位となったフィンランドの場合
　今回のPISAの調査で注目されたのは，フィンランドである。なぜかというと，突然今回
の調査で，総合成績で1位となったからである。そのため，この調査結果の公表の後，フィン
ランドの大躍進の要因を探ろうとして，多くの教育調査団が入り込んでいる。では，フィンラ
ンドの大躍進の要因は何であろうか。それは，大胆な教育改革にあったといえよう。
　では，なぜ大胆な教育改革が行われ，それがどのように実施されていったのであろうかみて
みよう。
　大胆な教育改革が行われたのは，1993年である。当時の政治経済状況はというと，世界的な
バブル経済の破綻と同時に，主な輸出国であるソ連の崩壊により，経済は大不況となり，
一7％の経済成長と失業率19％という大変厳しい状況であった。このような時代背景の下，ま
だ30代であったエスコ・アホを首相とする政権は，大胆な教育改革を行った。それは，社会全
体の構造改革であった。その基調は，知識集約型の新たな産業の育成である。つまり，ソフト
社会への以降に向けた，教育の転換であった。これからの知識集約型のソフト社会では，柔軟
に対応できる中小企業の育成が中心となるため，それに対応した人材育成を中心とした教育改
革を行ったのである。実際に，フィンランドでは90％以上が中小企業であった。当然，新たな
ソフト社会では，いわゆるハード中心の産業社会に対応した，今までの人材教育から脱出しな
ければならない。言われたことをきっちりやるだけで済む，画一的な工業生産的な能力，つま
り，知識の詰め込みや，知識を共通に身につけるという従来の教育観からの惜別であった。
　それは，今後必要な能力はとして，「継続して学ぶことのできる能力」であり，そのために
も，基礎教育の充実をはかった。21世紀は，絶えず新たな知識や技術が生まれてくるので，絶
えずそれらの修得が必要となってくる。つまり，自分で学び続ける意欲と能力を育てることで
あった。
　このための教育改革として，
　「1　教育現場に大きな裁量権を与えた。中央の文部省から，地方自治体，そして，教師に
　　　権限を移譲していった。
　　2　カリキュラム（学習指導要領）の見直し。改革後は学習指導要領は，ガイドラインの
　　　みとした。そのため，今までの三分の一の分量に減少した。（国家教育委員会）
　　3　教育目標の変更をはかった。それは，「全生徒の学力均一化」から「生徒の個人学習計
　　　画の達成」へと変える事により，意欲的に学習できる下地ができあがった。
　　4　教育権限を与えられた教師の質の向上を図った。教員になるためには，教員養成大学
　　　で修士課程までの修得とし，教育実習を2年間まで延長させた。さらに，現職教師の再
　　　教育を実施し，権利として大学での研修を認めていった。つまり，専門職としての教師
　　　の力量養成を行い，カリキュラムの自主編成を実現させたのである。」（12）
　このような教師改革の結果が徐々に成果を挙げてきたのである。そのため，授業では，教科
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書に頼る授業ではなく，むしろ授業では，教科書を使わない，テーマ学習が多く，自分の時間
割で自発的に学ぶことができるようになっている。いわゆる，課題解決型の学習がすべての教
科において行われるようになっているのである。この90年代の教育改革の動きについていえ
ば，日本でもソフト社会に対応したものとして，「新学力」観を提唱し，方向性としてはフィン
ランドと同じ方向であったが，大きな違いは，そのための実質的な改革を何も行わなかったこ
とである。
　（4）　ドイツが急激に低下した理由
　今回のPISAの調査は，もう一方でドイツに大きな衝撃を与えた，それは，戦後の教育大
国を自負し，優秀な人材のもの，産業的にも成功し，ヨーロッパを引っ張ってきた経済大国で
あったドイツが，先進国中最下位の21位になったことである。しかも，参加した生徒の23％が
「小学生並みかそれ以下の読解力」という結果がでたことである。では，なぜ，このような結
果がでるようなことになったのであろうか。これには，ドイツの教育制度の問題とドイツの置
かれた経済的な背景があるといわれている。
　まず，教育制度的なものとしては，19世紀以来の，複線的な教育制度が存続していたことで
ある。特に，大きな弊害となってきたことは，10歳（小学4年生）の時に，進路を選別する制
度である。10歳と比較的早い時期に選別をしてしまうのである。この試験の結果から，中等教
育を旧来の3つのコースに，さらに最近追加して総合学校の4つに分かれていく。以前からあ
る3つのコースとは，大学へとつながるギムナジウム，中堅技術者養成のための実科学校，就
職か職業訓練学校へ進むハウフ．トシューレである。今回は，特に，このハウプトシューレの急
激な学力的落ち込みが大きかった。
　では，なぜハウプトシューレが大きく教育的に落ちこんだのであろうか。戦後のハード中心
の工業社会では，高い技術を持った職人と管理運営者が協力して製造業立国を支えてきた。つ
まり，3分割された中等教育による人材養成が，第二次大戦後の高度経済をうまく支えた教育
制度として機能していたのである。奇跡の復活をなした西ドイツの原動力になっていた教育制
度のため，複線型という袋小路の教育制度でも一定の評価を得ていたのである。
　ところが，この教育制度を存続させていた産業構造が大きく変化してきたのである。具体的
な背景としては，第一に，90年代に，安い労働力を求め工場が海外へ移転したこと。第二に，
東欧の共産圏の崩壊により，自由な移動が可能になったことから，東欧からの安い労働力の大
量の流入があったこと。そして，第三に，グローバル化にともない，国内で求められる人材
は，高度な専門性が要求されるため，大卒の需要が増加したことである。そのため，職人，工
業労働者の雇用が大幅に減少した。まさに，先進国におけるハード社会からソフト社会の移行
がもたらした，人材需要の変化が起きたのである。そのため，ハウプトシューレを卒業しても
働き口がないため，優秀な職人や工業労働者を輩出させていたハウプトシューレの意味合いが
なくなり，現在では，やる気のなくなった生徒が多くなったという状況となった。将来の希望
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が見えなければ，やる気がなくなるのは当然である。
　このような，時代背景のもとで大きな変化があったにもかかわらず，その矛盾は放置された
ままにされていたが，今回のPISAの調査結果が数値として，その現実の厳しさを指摘した
ことにより，ドイツ国内で大きな社会問題となった。そこで，教育改革が動き出した。現在の
ところでは，部分的な試みとして次のような試みが始まっている。
　　　①才能の支援と育成として，初等教育の強化。具体的には，小さなグループで，個々
　　　　のペースで学ぶことにより，確実な学力を育てる。
　　　②親子ともに学ぶ支援。特に移民の児童の場合，家庭での教育環境に問題があり，言
　　　　語習得が課題となっている。移民の子どもの多くは，言語的な問題から学力にハン
　　　　ディを負うため，どうしてもハウプトシューレに進むことが多い。
　　　③　学校をオープンにして親の参加をし，学校と家庭の連携を強めている（13）。
　（5）二つの事例から何を学べるか
　以上のように現在，教育に成功しているフィンランドと，失敗したとみられるドイツの事例
からどのようなことがいえるだろうか。
①早い選別は学習意欲をなくす（選別教育の問題一能力別教育の是非）。
　ドイツやイギリスは10歳及び11歳で選別を行い，その後の進路を決め，複線型の教育制度の
もとで教育が行われている。この教育制度によって，職業の選別も行われてしまうため，大き
な問題をもった制度といえる。日本は，これに対して戦後に複線型から直線型に移行したこと
により，だれでもがどのコースを辿っても大学教育を受けることができる。この点に関して
は，制度的には，何度でもチャレンジできる可能性がある開放的な制度で評価される。しか
し，実質的にみれば，義務教育終了後の高校入試において選別が行われている。このため，現
行では高校での選別が実質的にそれ以後の可能性を閉ざしているといえる。なぜなら，この高
校の選別により，実質的に大学教育への可能性が限定されているからである。しかし，大学の
進学率の上昇に伴い，大学教育そのものよりも，高校と同じように，どの大学を修了したかと
いう質の問題に転化している。より複雑な問題になっている。特に，高校中退の増大は今後の
大きな問題になっていくであろう。
②教師による教育内容の自主編成の実施。
　欧米の多くの国は，教育の地方分権が進んでおり，比較的教師による教育内容の自主編成が
進んでいるが，フィンランドの改革に見られるように，教師に大幅な教育内容の自主編成によ
り，教育内容や教育方法の大幅な工失がなされた。特に，ソフト社会に向けての教育は，固定
的な知識の獲得を目指すのではなく，自己教育力を高め，多様な課題を発見し解決していく力
を育てるため，画一的な知識の獲得でないため，個々の教師へ教育内容の大幅な自主編成をゆ
だねた方が意味がある。そのためには，専門職としての教育の力量を高める必要がある。日本
は，戦後は，教師の自主編成を実施していたが，学習指導要領の試案から告示になってから，
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学習指導要領で長らく縛ってきた。この学習指導要領の拘束化により，教師は教科書を効率的
に教える存在になってきたといえる。現在，唯一自主編成が認められているのは，「総合的な学
習の時間」だけである。現行では，これを大切に実践していくことであろう。さらに，それぞ
れの教科でも教師の自主編成権を拡大していく必要があるであろう。
③少人数教育の実施。
　そもそも，現在の授業の一斉方式は，イギリスの産業革命に端を発したものであり，画一的
な知識や技能を多くの人に効率よく教えるために編み出されたものである。フィンランドのよ
うな教育をするためには，一学級あたり20人程度にしなければ新しい教育実践は不可能であろ
う。日本において，一クラス40人学級は，戦後の発足当時，環境整備の状況によって決められ
たものであり，教育効果の要素で決められたものではない。そのため，地方分権のため，比較
的柔軟に制度を変えることが可能な欧米では，環境の整備とともに，1学級の生徒数を減らす
努力をしてきた。そのため概ね25人以下のところが多い。知識の詰め込みから，「生きる力」な
ど「新学力観」に沿った能力を育てるためには，40人学級は多すぎる。せめて20人規模にして
いかなければ無理であろう。少子化は，ある面では，これを実現することを可能にしているの
である。遅いとはいえ，最近，この40人学級の見直しを地方に任せえる方向性もでてきたの
で，教育観の転換と同時に少人数教育の実現の可能性が出てきた。
④家庭，地域と連携した学校づくり。
　いわゆる学力低下の元には，家庭での学習環境がある。特に，ドイツの学力低下の背景に
は，移民家庭の子どもたちの問題がある。これは，言語の違いという大きな問題があるため，
言語と文化の違いによりハンディを背負っている。これの解決のためには，親子での言語教育
と勉強への理解が課題となっていた。日本でも，言語の問題は少ないが，勉強に対する姿勢
や，子育て環境の違いがある。子育て支援と同時に，効果的な教育を行うためには，学校と家
庭，地域の連携は必修要件である。
3．日本における「学びの共同体」の創造のための実践
　現在，学習指導要領の大幅な改正に伴って，「低学力」論争が活発になり，その結果，文部科
学省は，まったくの異例として学習指導要領の一部の変更を行った。基礎学力の養成のため
「確かな学力」を育てることを加えた。学びの上では当然であるが，この「確かな学力」を
「低学力」論争のもとで生まれてきたことにより，学校現場において，以前の「知識の詰め込
み」教育に逆戻りするのではないかという危惧が生まれてきた。実際に，基礎学力の養成は当
然のことであるが，基礎知識を効率的に覚える学力方法がもてはやされ，そのような学習方法
の本が売れだし，実際に実践が広がっている。学び方や，達成感を実感するという意味では効
果的な学習であるが，「和ます計算」のようなものだけにとどまっていては，課題解決学習の力
は付かないであろう。先進国の教育改革の流れをみてきたが，やはり子ども自身の学びの力を
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育てていかなけれぽならないであろう。現行の学習指導要領では，「創造的な学習」でそのよう
な力を育てようとしている。しかし，すべての教科で総合学習の手法が必要となっているとい
える。では，日本では，そのような学びはどのように育っているのであろう。一貫して「学び
を中心とする授業の創造」に取り組んでいる臨床教育学の佐藤学が学校現場の臨床的手法で掘
り起こしてきた研究成果を中心に検討してみたい。
　（1）今，求められている「学び」の転換一学びの様式の変化と授業の様式の変化一
　日本において，1989年の学習指導要領の改正は，教育観の大転換を行ったものといえる。当
時は，戦前，戦後一貫して，学力は「知識や技術を共通に身に付ける」ことであった。それ
を，先に述べた「新学力」観に転換させた。しかし，その教育観を変更したにもかかわらず，
学習方法は以前のままであり，旧学力観に沿った知識での受験試験のため，何等変更すること
ができなかった。学力観の変更とともに，新しい学力観を育てる学習内容と学習方法に変更し
なければ効果がないのである。そのため，1990年代は，新学力観と旧学力観が並列されて進ん
だため，混乱をきたしたのである。しかし，新しい学びの流れを理解していた研究者と現場教
師たちによる「新しい学びの創造」は極あて少数であるが，着実に育っていたといえる。で
は，その新しい学びの流れはどんなものであろうか。
　まず，学びの様式と授業の様式の変化があげられる。
　学びの様式の変化は，「座学の学びから活動的な学び」へと。座学の学びは基本的には個人の
学習であるが，これからの課題発見および解決型の学びは，個人よりも，相互の学びあいや討
議を通しての学びである。つまり，「個人的な学びから共同的な学び」へと向う。学びの内容
も，「獲得し記憶し定着する学び」から「探求し反省し表現する学び」である。
　このような学びを表現するためには，授業の様式を変えなければならない。つまり教科内容
を「伝達し説明し評価する授業」から，教材や課題をもとに，「触発し交流し共有する授業への
転換」（1のである。
　なぜならぽ，現在の学校および教育方法が生まれたのが，イギリスの産業革命時の社会的要
請からの発明であるからである。つまり，今までの教育観および教育方法は，「19世紀の産物
で，国民国家の統合と産業主義社会の発展に対応した」ものであり，「東アジアを除けば，博物
館入りと言っても過言ではない」（15）といわれるほど，産業社会と密着したものである。そのた
め，1980年代ごろから新しいソフト社会および情報社会のもと，つまりポスト産業社会（「グ
ローバリゼーションによって，モノの生産と消費を中心とする産業社会から，高度の知識や文
化や情報や対人サービスによって経済が構成される社会」）（16）での教育改善がなされてきた。
そのため，今日では欧米の多くの国を中心にして，次のような教育改善がなされてきたといえ
よう。つまり，
「・20人内外の子どもたちが4，5人のグループごとにテーブルを囲んで協同学習を展開す
　　る。
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　・教師は，学びのデザイナーとして，ファシリテーター（促進者）として活動する
　・教科書は脇役で，追求性のあるテーマや課題を中心に，多くの資料と多彩な活動によって
　　質の高い学びが追求される」（17）などである。
　つまり，21世紀の学校は，「学びの量ではなく，質が問われている。生涯にわたって学び続け
る主体の形成が要請」（18）されているのである。
　（2）学びの共同体としての学校とは
　では，新しい学びや新しい授業が創造される学校とは，どのようなものであろうか。佐藤学
は新しい学びが創造されるためには，以下の三つの挑戦が必要であるとしている。
「・学校と教室に民主主義を実現する挑戦
　・授業において子どもの尊厳を打ち立てる挑戦
　・一人ひとりの学ぶ権利を保障し実現する挑戦」（19）である。
　学校と教室に民主主義を実現するとは，学校が何のためにあるのかということと関係があ
る。アメリカでは，ジョン・デューイを引き合いにだすまでもなく民主主義の実現のための学
校であり，市民養成の学校としても，民主主義の実現が大きな目標になっている。これに対し
て，日本の学校では，この認識が弱く，経済優先のなかで，産業人の養成としての学校がなん
となく定着しているようだ。そのため，特別活動や学校運営や学級運営においても形式的な限
定的な民主主義の実現にとどまっている。それよりも，教科内容の知識だけの教育が展開され
ている。学校においては，学校や教室において民主主義を実現することが重要な教育課題であ
ることを再認識しなければならない。
　この民主主義の実現と連動して授業において子どもの尊厳を打ち立てることと一人ひとりの
学ぶ権利を保障し実現することは，互いにつながっている。学びの実現は，そもそも一人一人
の子どもの可能性を最大限に開花させ，自己実現を可能にするための支援の実践でもある。子
どもの尊厳や学ぶ権利を不十分にして，教科書の内容だけを教えていて教育実践を展開したと
思っていては，これらの課題を解決できない。今日の子どもの学力格差の背景には，知らず
に，子どもの尊厳を無視したり，学ぶ権利に対する認識が不十分だったのであろう。学びり創
造の学校と子どもの権利を尊重した学校とは，相互に関係を持ち，片方だけの実現はできない
のである。今日の学校現場では，この学びと子どもの権利を尊重した学校とが切り離されて考
えられている傾向がある。
　ここでは，子どもの学びの創造と子どもの尊厳，子どもの学ぶ権利を中心に以下，述べてみ
たい。子どもの権利条約と学校づくりは，次回詳しく検討したい。
　（3）子どもの尊厳を生かした授業とは
　学びが成立するためには，佐藤学は，三つの対話的実践によって構成されているとして「テ
キスト（対象世界）との出会いとの対話一活動。教室の仲間との出会いと対話一協同。自己と
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の出会いと対話一反省」（20）をあげ，これらの対話的実践を実現させるためには，二つの原理が
必要とされる。それは，
　「①「聴く」こと＝一人ひとりの思いをまるごと受け止めること
　　②子どもの尊厳を一人残らず授業の中で尊重すること」である。
　そして，①「聴く」ことについては，三つの関わりにおいて発言を受け止めることが求めら
れている。それは，「その発言がテキストのどの言葉に触発されたものなのかを認識する。その
発言が他の子どものどの発言に触発されたものなのかを認識する。その発言がその子自身のそ
の前の発言とどうつながっているのかを認識する」（ことである。教師が，この三つの関わりに
おいて一人ひとりの発言が聴けるようになることが必要であるとしている。さらに，教師がよ
くおかす課題として，「教師が『よく聴いて』というときは，自分の話を子どもがよく聴くよう
に指導することであり，子どもたち相互の中に聴き合う関わりを育てていない」（21）そのため，
教師自身が子ども一人ひとりの声をていねいに聴くこと。そのことが，子ども相互の中に聴き
合う関係を育てることになると指摘している。
　さらに，②子どもの尊厳を授業の中で尊重できるかについては，子どもの権利条約を生かし
た学校づくり，教育づくりを行うことであるが，教室の学びの実践においては，rrどの子の発
言（読み）も素晴らしい』という信頼と期待が根底にあること。『聴く』という対応が根底にあ
れば，子どもたちは自然体で参加し，自由な思考とイメージを交流し，その自由な交流が多様
な読みの豊かなつながりを生み出す」のである。「『いい授業』を求める教師は，『いい発言』を
つないで授業を展開するという罠に陥ってしまう。『いい発言』を求めるのではなく，『どの子
の発言も素晴らしい』という視点」（22）が，学びを展開する前提である。そして，授業の中での
学び合いが成立するか否かは，決して教育方法的な技法に左右されるものではない。この点に
関して佐藤学は「その7割近くが，子ども一人ひとりの尊厳を尊重するかどうかにかかってい
るのではないだろうか。教師としての経験や学びの理論や授業の技術は，残りの3割にすぎな
い。（子ども一人ひとりの思考や感情をどれだけ尊重し，隠れた可能性をどれだけ引き出せる
か）。子ども一人ひとりに対して誠実であること，そして教材に対して誠実であること。」（23）今，
教室に求められているのは，「子ども一人ひとりの尊厳を尊重する」ということである。
　また，授業に関しては，「つなぐ」ことと「もどす」ことを提案している。では，「つなぐ」
ことと「もどす」こととはどうゆうことであろうか。
　「つなぐ」ことは授業の核心であるとし，「教材と子どもをつなぎ，ある子どもと別の子ども
をつなぎ，ある知識と別の知識をつなぎ，昨日学んだことと今日学んだことをつなぎ，教室で
学ぶことと社会の出来事をつなぎ，子どもの現在と未来をつなぐ。」ことである。しかし，この
「つなぐ」授業に対して，なんと多くの教師が「切る」授業を行っていることか。「『誰々さん
はどう，他の意見は』と指名すると，発言と発言の連なりは切られてしまう。授業の終わりに
『感想』や『反省』を書かせると，子どもの意識の中で次の授業へのつながりが断たれる。・
・・ wび合う教室を創造している教師と一方向的に授業を行っている教師との違いは，『もど
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す』ことによって教室の全員の学びを保障しているかどうか」にある。これに対し，「教師は
『次はどうする』『次はどうする』という意識で『前へ』『前へ』と傾斜し，進行をとめて『も
どす』こと，教室全体やグループの話し合いに『もどす』ことは稀である。」（24）探求し合う学び
の教室を創造するためには，r聴くこと」「つなぐこと」「もどすこと」を中心にすえた授業展開
を行うかどうかが鍵となる。本来「ゆとり」教育の意味もそこにあったのではないだろうか。
丁寧に「聴くこと」「つなぐこと」「もどすこと」には，「ゆとり」が必要である。時にはじっく
り「待つ」ことが必要である。
　授業は消化していくものではない。しかし，一律の拘束力を持つ，柔軟性のない学習指導要
領のもとで，受験という足かせをはめられた学校現場では，消化しなければならない多くの教
育内容を授業として展開していかなければならない。教室で授業はやったが，多くの子どもは
知識を与えられただけである。学びの体現にはなっていないのである。「ゆとり」のなかで「生
きる力」を育むということは，「聴くこと」「つなぐこと」「もどすこと」が展開されて初めてで
きることではないだろうか。
　（4）様々な教育実践から学びの創造を考える
　今まで述べてきた学びの創造の取り組みは，現行の学習指導要領において，教育内容の分野
には限定されるとはいえ，教育方法や教育に対する姿勢を工夫することにおいて可能なもので
あった。ただ，多くの教師は，長い間，学習指導要領体制の中で，「授業は教科書を教えるも
の」という体験しかなく，研修においてもうまい授業，成果の上がる授業のモデルの定型化さ
れたものを取り込もうとしている。教育行政の研修以外でも，法則化運動なども定式化された
方法を習得することが眼目におかれている。このような方法では，教科書中心の授業からは抜
け出せなく，新しい教育観のもとでの教育は育っていかないであろう。学びの創造に取り組
み，教師たちと教育実践を展開している佐藤学は，教育実践から，教師の力量で可能な学びの
創造のための教育のあり方をいくつか提示しているのでそれを検討してみる。
　まず最初に，授業のスタイルの転換が必要である。多くの教室で定式的に理想のクラスとし
て「教室は明るく元気な教室を求めがち」であるが，「子どもが求めているのは，落ち着いて学
び，安心して自分の可能性を開くことができる教室」である。明るく元気に，みんなが「は
い，はい」といって手をあげている教室で，本当の自分を出しているといえるのだろうか。子
どもたちは，「静寂で落ち着いていて，ゆったりとした時間が流れる。無理がなく自然体で，柔
らかな声での授業」を求めている。そのためには，「聴き合う関わりを築くこと」からはじめる
必要がある。場合によっては「机の配置もコの字型のつぶやきが交流できるように」（25）するこ
とも必要であろう。
　次に，大切なことは，「わからない」といえる教室であること。それは，「教室の中でマージ
ナルな（周辺の）位置にある子どもをコミュニケーションの中心に設定する」ことである。な
ぜなら，この「マージナルな子どもと他の子どもたちとのズレの中に，協同の探求が生まれる
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可能性がある」からである。この「マージナルな子どもを中軸にすえるには，その子の尊厳を
感受する教師の深い共感が必要だし，何よりその子の成長を願う希望と意志が教師に備わって
いなければならない。」（26）つまり，協同的な学びを支える原則は，その教室でもっとも疎外され
ている子どもや授業に困難を抱えている子どもを学び合いの中心に設定することである。
　第三に，通知表の改革があげられる。学びの共同体の実践で有名な浜之郷小学校の事例をあ
げ，そこで行われている評価のあり方に対する3つの原則を紹介している。それは，第一に，
「評定期間を3期から2期に変更したこと。じっくりと授業と学びに取り組むことができる。
これまでは学期末になると短縮授業や多大な労力を通知表に注ぐ。学期末のテストにより細切
れの授業になる。」第二に，「文章表記による評価の導入一国語，社会，算数，理科の4教科は
現行の3段階で，それ以外の教科と総合的な学習はr文章表記』による評価」にした。これ
は，理解することを目的とする教科と「好きになること」が最優先されるべき科目である生
活，音楽，図画工作，家庭，体育は文章表記で。段階評価が多くの体育嫌い，音楽嫌い，図画
工作嫌いを生み出してきたことに対する反省からである。第三に，「指導要録」の情報公開であ
る（27）。
　さらに，海外の教育実践も紹介している。ここでは，ボストンの小さな学校（ミッション・
ヒル・スクール）の実践をみてみよう。
　校長はデボラ・マイヤー（二、ユーヨークで奇跡的な成功を実現した）であり，ボストン市教
育委員会と教員組合が連帯して創設したパイロット・スクールである。この学校は，「五つの
知的精神の習慣」を学びの実践としている。「五つの知的精神」とは，「事実に即して考える，
仲間から違う見方を学んで考える，意味のつながりを考える，予想を立てて考える，現実との
関連を考える」である。さらに，教育の特徴をあげると，
　　・芸術教育をあらゆる領域で重視している。
　　・幼児から中学生まで一人ひとりが学校の主人公である。
　　・一学級は20人，5～6人の小グルーフ．によるプロジェクト学習。その学びを2人の教師
　　　が援助する。
　　・カリキュラムは，歴史，科学（数学含む），文学，作文，芸術の五つの総合教科で組織。
　　　午前中はいずれかを焦点にしたプロジェクト学習，午後は読書，作文，外国語，音楽の
　　　学習と課外活動（午後5時まで学習を続けることができる）
　　・学力の評価はテストでは行わない。学習の結果は作品（リポートや冊子）にまとめら
　　　れ，学習発表によって評価。卒業も卒業論文によって認定
　　・学校運営委員会によって運営（親，教師，市民それぞれ5人，2人の生徒で編成）され
　　　ている（28）。
　さらに，フランスの実践では，パリ郊外のヴィリ・シャチイオン市のジュル・ヴェルヌ小学
校の事例を紹介し，そこでの活動的で協同的な学びによる授業を紹介している。特に協同作業
で大切なことは，「協同作業とコミュニケーションによって学びが成立するためには，子ども
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相互の中に文化や能力の差がなければならない。」ということである。なぜなら，「同質で同じ
レベルの子どもたちの協同作業は，一見すると活発なように見えるが，同じ作業と意見が反復
されているだけで学びがない。」ということである。このことは，教育現場においてだれもが経
験したことであろう。つまり，「差異が学びを喚起し促進する」のである。しかし，注意しなけ
れぼならないことは，「文化と能力の差が大きすぎると，協同作業もコミュニケーションも成
立しない。誰かがグループを支配し，分からない子は取り残される。」という結果になる。協同
作業で大切なことは「適度な差異があるグループへの編成しなおしが必要」であるということ
である。このような，協同作用による学びの創造を考えると，「『習熟度別編成』はもはや時代
遅れの方式で，世界の学校改革に逆行している」（29）といえる。幼児教育の現場では，世界的に
有名になっているイタリアのレェジョ・エミリア市の幼児教育を紹介しているが，大きな意味
をもつ実践のため，改めて検討を加えてみたい。
おわりに
　日本における1980年代末の教育観の大転換により生まれてきたいわゆる「新学力観」とそれ
につづく「生きる力」の養成は，ポスト産業社会と個々人の自己実現をはかる教育を行ううえ
で，概ね世界的な教育改革と調和しているといえる。しかし，日本は教育面を転換したにもか
かわらず，その教育観にそった教育内容や教育方法を育てることをしてきた。特に，きめ細か
い学習指導要領による制限と古い教育観による受験体制により，新学力観のもとでの教育は進
まず，実態として旧学力観による教育とが混在した。そのため，教育現場では，どっちつかず
の教育が広がり，知識中心の教育もおろそかになり，さりとて新学力観による学びの創造も展
開されなかった。このような学校現場の中で，ポスト産業社会でのソフト化や情報化，メディ
ア化は確実に広がり，学校社会と現実の社会とがどんどん離れていった観がある。
　さらに，地域社会や家庭の急速な変化の中で，地域社会も家庭もその教育力を低下させて
いった。かつて経験したことのない極端な少子化と高齢化の同時進行は，産業社会の変化とと
もに，われわれの既存社会のあり方に根本的な構造改革を促している。現在，日本の文部科学
省指導のもとの教育改革は，ポスト産業化社会を視野にいれた教育改革であったはずである。
それは，教育における構造改革であったはずである。しかし，この抜本的な教育改革は，問題
を抱えながらも「学力低下」論争やマスコミの批判のもとで，60年代から70年代的な旧学力観
での教育に逆戻りする方向になってしまっている。ある意味では，新学力観のもとで，「総合的
な学習」をはじめとして，新学力観を育てる教育内容と方法がそろったものになったはずであ
る。新たな教育改革に手をかけてすぐに変更をするということは，学校現場と子どもに混乱を
与えるだけである。新しい方向での教育が動きだしたのなら，もう少し実践を成熟させるべき
であろう。また，この学びの創造ともいうべき教育は，画一的な学習指導要領で縛るべきでは
なく，現場教師によるカリキュラムの自主編成と学校運営における裁量権が保障されるべきで
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ある。地方分権のもとで，今後も教育行政における大きな改革がなされていくであろう。今ま
でもいろいろなものが欧米の教育改革を視野にいれながら行なわれてきたが，似たような名称
だけとって，その本質は，日本的な古い教育行政の体質を引きずるものが多くあった。今，大
きな教育改革の曲がり角である。今後も，この教育改革の方向性を見極めながら，現実の学校
現場では，「学びの創造」や「学びの共同体」としての学校づくりが求められてこよう。そのた
めにも，学びの創造のための実践を広げていく必要がある。
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